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　東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations: ASEAN）は，
1997年のアジア通貨危機を契機に，域内の財，サービス，資本，そして労働
者の移動の自由化を推進することで合意した。そして2003年には ASEAN 第
₂ 共和宣言で経済，社会文化，政治安全保障の 3 つの共同体からなる
ASEAN 共同体の設立を宣言し，2015年の共同体発足に向けた努力を続けて
きた（ASEAN 2003）。


































































　 さ ら に1994年 に 国 連 開 発 計 画（United Nations Development Programme: 

















































　一方，ASEAN あるいは ASEAN と域外国による地域的な人身取引対策に
焦点を当てた先行研究は，その歴史的経緯や制度についての詳細な情報を提




























2012, 14）。また国際移住機関（International Orgainzation for Migration: IOM）は，
2000年に発表した報告のなかで，東南アジアからは毎年20万から23万もの人
間が域内外で取引されており，これは全世界で ₁ 年に確認される人身取引被


















on the Elimination of All Forms of Descrimination against Women: CEDAW，1981年発
効）は，1980年代に現加盟国10カ国のうち ₅ カ国が批准しており⑷，1989年










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































取引とは「女子の売買，及び女子の売春からの搾取」（CEDAW 第 ₆ 条），あ
るいは「児童に対する経済的搾取や有害な労働」（CRC 第32条），「性的搾取」
（同・第34条），「誘拐，売買，取引」（同・第35条）として最も初期に定義さ







第 3 節　ASEAN における人身取引問題の位相
₁ ．制度概観








大臣会合（ASEAN Ministerial Meeting on Transnational Crime: AMMTC），ASEAN
外相会議（ASEAN Ministerial Meeting: AMM），首脳会議，そして越境的犯罪
対策高級官僚会議（Senior Official Meeting on Transnational Crime: SOMTC）がこ
れに当たる。また，ASEAN 人権委員会（ASEAN Intergovernmental Commission 
on Human Rights: AICHR），ASEAN 女性と児童の権利保護促進委員会（ASEAN 



































ASEAN 出入国管理局長および外務省領事部長会合（Directors-General of Im-
migration Departments and Heads of Consular Divisions of the Ministries of Foreign 
Affairs: DGICM）といった犯罪対策や出入国管理に関する実務官僚からなる
会議が設置されている。AMMTC では1997年の「越境的犯罪に関する
ASEAN 宣言」（ASEAN Declaration on Transnational Crime Manila, 20 December 
1997），1999年の「越境的犯罪撲滅のための行動計画」（ASEAN Plan of Action 
To Combat Transnational Crime），2004年11月 ASEAN 非公式首脳会議で採択さ
れた「人とくに女性および子どもの取引に対する ASEAN 宣言」（ASEAN 





不在である。たとえば2004年に ASEAN 加盟 ₈ カ国のあいだで締結された
「司法共助条約」（Treaty on Mutual Legal Assistance in Criminal Matters Among 








る，オーストラリア国際協力庁（Australian Agency for International Develoment: 
AusAID）の一連の人身取引対策協力事業を参照したい。
　表 3 - ₂ は，AusAID の事業を概観したものである。これらの事業はいずれ
も刑事司法分野における協力であり，民間の開発コンサルタントに具体的な
プログラムの実施を委託する形で運営されている。第 ₁ 段階の ARCPPT（Asia 
Regional Cooperation to Prevent People Trafficking project）は，おもにメコン流域
諸国の警察を中心とする犯罪捜査部門のキャパシティ・ビルディングに重点
があった（Sutherland 2007, 93；AusAID 2006, 1）。第 ₂ 段階の ARTIP（The Asia 
Regional Trafficking in Persons project）では，警察に加え判事や検事といった司
法専門家の能力向上や国際的なネットワーキングに力点がおかれる。対象地
域もメコン流域諸国からフィリピンやインドネシアまで拡大した（Sutherland 
表 3 - ₂ 　AusAID による東南アジア人身取引対策協力の概観
枠組み ARCPPT ARTIP AAPTIP


















































だけでなく，ASEAN 事務局との連携を試みている（AIDA 2012, ₁ ）９。






する（Kneebone and Debeljack 2012）。こうした経験への反省をふまえて，2013
年から始まった AusAID の第 3 段階事業である AAPTIP（the Australia Asia 

















に関する NGO のあいだで盛んになった（NCRPW 2005, 5-6）そうした NGO
からの要望を受ける形で，1976年 ₆ 月にマニラで開催された社会開発常任委
員会女性小委員会（ASEAN Sub-committee on Women: ACW）第 ₁ 回会合では，
フィリピンの外務官僚が委員長に就任し，課題として教育，保健，職業訓練，
定住支援，国際交流，違法薬物対策とともに「女性と女児の取引」（traffick-















































ティの整理」の必要で合意している（AMMTC 1997）。さらにその ₂ 年後には
宣言に基づいて「越境的犯罪撲滅のための行動計画」を策定し，そのなかで













及はない（DGICM 2000）。つまり AMMTC や DGICM の関心は，あくまで人
の移動の管理強化とそれによる犯罪の摘発と防止にあったといえるだろう⑿。
　人身取引の予防と被害者保護を初めて越境的犯罪対策のアジェンダとして

















くに女性および子どもの取引に対する ASEAN 条約」（ASEAN Convention 














が進んでいる。しかし活動や制度の実態について，ACWC や AICHR といっ





　メコン流域の ASEAN ₅ カ国と中国からなる「人身取引対策のためのメコ




ける人身取引対策協力に関する覚書」（Memorandum of Understanding on Coop-






　さらに多国間枠組みである COMMIT 覚書は，パレルモ議定書第 3 条 a 項
に記された人身取引の定義を採用し，この定義に基づいて加盟国が国内法整
備を進めること，多国間での行動計画を作成してその実行を相互監視するこ
とを規定している（COMMIT 2004, 第 ₁ 条第 ₁ ～ ₆ 項）。最初の行動計画であ



















ェクト」（United Nations Inter-Agency Project on Human Trafficking：UNIAP）の各
国事務所を事務局として，行動計画策定や覚書の義務履行を報告する義務を
負っている。各国の事務所を統括するのはバンコクにある UNIAP 地域統括








意味しない。COMMIT 諸国，とりわけタイは UNIAP がこうした主導的な態
度をとることについて非常にセンシティブであり，UNIAP 側もまた
COMMIT 諸国政府の自主性につねに配慮をしている。つまり COMMIT 諸
国と UNIAP との関係は，緊張感をはらむ水平的なものにとどまっていると
いえよう（Kneebone and DebelJak 2012, 207）。
₂ ．協力発展の経緯にみる人身取引の位相
　COMMIT は，2000年の UNIAP 設立に端を発する。1990年代に深刻化した
メコン地域の人身取引への対応をめざし，UNIAP はメコン地域諸国政府と，
ILO，UNODC といった国連機関，IOM のような国際機関，ECPAT や World 










　実際に COMMIT 設立の基軸となったのは，UNIAP 顧問であったサーイス
リー・チュッティクン（Saisuree Chutikul）元タイ上院議員，UNIAP のミャ
ンマー担当プログラムマネージャーであったスス・タトゥン（Susu Thatun），
初代 UNIAP マネージャーのフィル・マーシャル（Phil Marshal）の 3 人であ
る（Kneebone and Debeljack 2012, 201-202）。タトゥンの述懐によると，彼女ら
の構想のねらいは被害者に配慮した枠組みであることと，各国内に省庁横断




























　こうした経緯の結果，2004年 ₇ 月29日には COMMIT の第 ₁ 回高級官僚会
議が開催された。10月27～28日にメコン ₆ カ国の人身取引にかかわる17の省
庁が参加し，第 ₂ 回の官僚会合を開催している。そしてその29日に ₆ カ国の
閣僚らが COMMIT 覚書に署名した。
　COMMIT 覚書には，ベトナムとミャンマーは治安担当閣僚が，他の ₄ カ
国は社会福祉担当大臣が署名した。10月の閣僚会議では行動計画である
COMMIT Sub-regional Plan of Action （SPA）を承認し（実施は2005年 3 月31日
から），そのなかでは政策協調や司法的対応と並び，被害者の保護，回復や
社会復帰のための措置を講じることが目標として明記されている（COMMIT 
SPA 2004, 2-3）。また COMMIT 覚書の第 ₁ 条第 ₂ 項では，行動計画実施のた
めに国内で分野横断的組織を設置することが定められた（COMMIT 2004, 第
₁ 条第 ₂ 項）。このようにサーイスリーやタトゥンらの当初のねらいは，






















































































⑴　たとえば以下の記事を参照。Yuyun Wahyuningrum “‘Interference’ key to 
solving Asean human trafficking” （http://bangkokpost.com/opinion/opinion/340790/
interference-key-to-solving-asean-human-trafficking. 最終ダウンロード 2013年12
月13日）. なお，後にみるように ASEAN の人身取引対策協力に関する先行研究
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でもこうした活動の偏重は指摘されている。





⑸　United Nations Treaty Collection ウェブサイト（CEDAW については
https://treaties.un.org/Pages/ViewDetails.aspx?src=TREATY&mtdsg_no=IV-
8&chapter=4&lang=en, CRC については http://treaties.un.org/pages/viewdetails.
aspx?src=treaty&mtdsg_no=iv-11&chapter=4&lang=en. 最終アクセス 2015年
11月26日）。
⑹　ACWC は ASEAN 社会開発大臣会議の下に設置された組織だが，社会開発
大臣会議は人身取引対策に関わっていない。本名は ASEAN における人権保護




を参照。ユユンは人権擁護 NGO ネットワークである Human Rights Working 
Group（HRWG）の ASEAN 担当シニアアドバイザーである。また，2010年か






=212&lang=en. 最終アクセス 2015年 ₁ 月31日）。ただし，UNODC の東アジア
太平洋地域センターの法務顧問である Keebong Paek によると，この条約に基
づいて実際に犯罪捜査，立件のための情報交換が行われているのは，マレー
シアとシンガポール間のみである（Paek 2012）。
９　その活動の例が，2007年 ₅ 月に SOMTC との共催で行った「人身取引へ
の刑事司法的対応に関する ASEAN ワークショップ」である。この会合では
「人身取引の司法的対応に関する ASEAN 実務者ハンドブック」を作成した






グラムへの改革といった活動は，第 3 段階の AAPTIP に反映された。







たる非正規移住者とみなしているとの批判が，Human Rights Watch によって
指摘されている（Human Rights Watch, September 8, 2010. http://www.hrw.org/
en/news/2010/09/08/malaysia-revised-law-threatens-anti-trafficking-efforts. 最 終
ダウンロード 2015年 3 月 ₁ 日）。なおこの法案は2014～2015年にかけて修正作
業中である（The Malaysian Insider, February 23, 2015. http://www.themalaysian-
insider.com/malaysia/article/amendments-to-anti-trafficking-in-persons-act-to-be-
tabled-next-month-says#sthash.Iteu4mCe.dpbs. 最終ダウンロード 2015年 ₂ 月27
日）。
⒀　共同宣言の第 ₇ 項として「We recognized the increasing trend of the offences 
of trafficking in persons in our region. In this regard, we agreed to explore the 
possibility of developing an ASEAN Convention on Trafficking in Persons and 
tasked SOMTC and its Working Group on Trafficking in Persons to further study 





行動計画は，2015年 ₆ 月17日に ASEAN SOMTC で内容合意に達している
（ASEAN Secretariat News, June 17, 2015 “ASEAN to Enhance Cooperation in 
Combating Transnational Crime”, http://www.asean.org/news/asean-secretariat-
news/item/asean-to-enhance-cooperation-in-combating-transnational-crime）。
実 効 性 を 疑 う 論 調 に つ い て は，New Straits Times （online）, November 26, 





害者の区別と被害者の出身国特定に言及している（ASEAN 2011, 第 3 条）。








⒅　UNIAP News and Updates “Thai Government Action Meeting on Human Traf-
ficking,” May 13, 2004 （http://www.humantrafficking.org/updates/113. 最終アクセ
ス 2015年 ₁ 月31日）.
⒆　UNIAP News and Updates “Press Release-Deputy PM Purachai Piemsombun-13 
May 2004” May 13, 2004 （http://www.humantrafficking.org/uploads/updates/pm_






ン警察大佐であった。2006年 3 月18日，バンコクにて筆者が行った Saisuree 
Chutikul 元上院議員へのインタビュー。
　UNIAP News and Updates “Mekong Governments Sign Historic Agreement 
on Human Trafficking” October 29, 2014（http://www.humantrafficking.org/
updates/148. 最終アクセス 2015年 ₂ 月15日）.
　Memorandum of Understanding on Cooperation against Trafficking in Persons in 
the Greater Mekong Sub-Region, 29 October, 2004（http://www.no-trafficking.org/
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